
E-mailアドレス

内藤　次郎
フリガナ

３．共同試験の概要、仕様

４．共同試験実施希望時期

２．見積書及び個別試験仕様書宛名の情報（※上記と異なる場合はご記載ください。） 

06-0000-0000
abcd1234@****.co.jp

氏名

同上

同上

同上

技術開発部長

住所

組織名

部署名

役職

氏名

記載例

部署名

役職

ﾅｲﾄｳ　ｼﾞﾛｳ

N00-0

大阪府大阪市住之江区南港北０丁目０番

技術開発部

技術主任

　施設利用約款（令和８年４月１日施行）に基づき、以下のとおり試験の見積りを依頼いたします。な
お、共同試験の実施に当たっては、当該約款において定められた全ての事項に従います。

１．ご担当者の情報
利用者登録番号

住所

組織名 関西試験評価株式会社

2026年6月20日

見積依頼書

　独立行政法人製品評価技術基盤機構
　　電気安全評価センター所長　殿

内藤　太郎

電話番号

2026/7/1-4、2026/7/15-22
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　→

□
　→

□
　→

□
　→

□
　→

□
　→

□
　→

□
　→

☑ □

研究テーマの概要、
目的
【⑤の場合】

提案予定の国際規
格・国内規格
【⑥の場合】

提案内容
【⑥の場合】

広報PR等の内容、想
定する効果等
【⑦の場合】
【①～③の場合】

取得予定の認証・規
格種別
【②の場合】

開発予定の試験手法
の名称
【④の場合】

開発する試験手法等
の概要・目的
【④の場合】

開発する試験手法等
の取扱い
【④の場合】

研究テーマ
【⑤の場合】

Ａ．成果物活用方法（試験の目的）【該当する項目にチェック】
①新製品の開発、既製品の改良等
開発・改良完了予定時期: ２０２７年４月頃
販売開始予定時期：　　　　年　　月頃
②第三者認証取得等
認証取得予定時期：　　　　年　　月頃
③納品先からの指示
納期：　　　　年　　月頃
④試験手法開発等

日本国内、米国

５．共同試験の成果物活用方法、情報開示可能範囲等 

Ｃ．成果物活用方法のNLAB実績評価資料への掲載可否

社名 掲載可 掲載不可

その他 商品名、価格は掲載不可

開発完了予定時期：　　　　年　　月頃
⑤学術研究、論文発表等
論文発表予定時期等：　　　　年　　月頃
⑥国際規格・国内規格の提案
提案予定時期：　　　　年　　月頃
⑦広報PR等
広報PR開始予定時期：　　　　年　　月頃
⑧その他
内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｂ．成果物活用方法の詳細【Ａの①～⑧に応じた項目を記載】

製品名／商品名
【①～③の場合】

製品名：家庭用蓄電池システム、商品名：NPU

製品の用途・目的
【①～③の場合】

太陽光発電とセットで一般住宅に導入される定置用蓄電池

事業規模
【①～③の場合】

価格：数十万円／台、およその事業規模：数億円

販売先・エリア等
【①～③の場合】



６．請求書送付先の情報

７．備考

E-mailアドレス efgh5678@****.co.jp

【共同試験費用の算定において生じる消費税及び地方消費税に係る1円未満の端数処理】
　 　①希望なし（原則、切捨て）
　□　②四捨五入
　□　③切上げ

【その他】

部署名 経理部

氏名 内藤　三郎

住所 東京都渋谷区西原０丁目０番

組織名 関西試験評価株式会社


